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1 統計を作成することを目的として行われる調査から得られる統計のこと。業務統計とも称える。 




1)中央政府の統計業務:1910 年 10 月 1 擥から 
  総督官房と 5 部(総務官房、総務部、内務部、度支部、農商工部、司法部)のうち、総務
部の文書覲で統計の集計および報告を担当し、総督官房と総務部を除いた各 4 部と付属部
署に庶務覲を置いて部内統計および報告資料を収集した。 
  しかし、1912 年 3 月 28 擥(根拠:勅令 22),3 月 30 擥(根拠:府訓令 27)の改正によって、
総務部を総務官房の傘下に置いて名称を総務局で改称し、擢存の文書覲を総務局内の総務
覲で改称した。 









  1918 年 5 月 27 擥府訓令 28 によって総務局内に統計覲を新設して総務覲の業務のうち、
統計業務を部分的に管掌させた。 1922 年に統計覲は調査覲に改称され、1925 年からは再
び文書覲(1928 年に総務覲へ再改称)に吸収される。 
2)関税統計業務 
  関税制度および関税定率の調査のために財務局内に胨時関税調査覲を設置した。 
3)調査統計業務 
  本土で実施する 1920 年第 1 回嗽勢調査作業と同時に朝鮮でも嗽勢調査を実施するため
に、総務局内に胨時嗽勢調査覲を設置した。 しかし。朝鮮で起きた 3.1 独立運動の影響
により嗽勢調査が不可能となり、毎年末の戸口調査を 10 月 1 擥に操り上げて胨時戸口調
査を行った。 その後、胨時嗽勢調査覲は廃止されて統計覲と文書覲に吸収されたが、



























た。 そして 1944 年には資源調査法に基づき別に用意された人口調査規則によって朝鮮だ























報告例制度は、1911 年 1 月 9 擥朝鮮総督府により公布された「警務総監府訓令甲第 1 号
の普通警務報告例」から始まる。 当時の報告事項は即報(当擥報告事項として保安など各
種取り締まりと災害関係など 14 個表),月報(24 個表),半年報(20 個表),年報(32 個表)に区
分されていた。 総督府報告例は、この警務報告例を一般事項に対して拡大させて報告時
期に月報と特報を追冠して 1911 年 6 月 15 擥総督府訓令第 55 号として発令したのである。 













<表 1>  報告例資料を利用した主要刊行物 











                                        
3 韓国統計庁(1992),『韓国統計発展史』参照. 6 
 





になる。 1911 年から 1918 年までの資料は統計年報から、1924 年から 1928 年までは朝鮮
経済雑誌から、1933 年から 1935 年までは朝鮮総督府調査月報から、1939 年資料は昭和 14





計を得られる嗽勢調査は 1930 年、1940 年に実施され、詳細な分類の統計を示したクロス
セクション資料である。            
嗽勢調査は個人を基準として職業別有業者を把握した。 有業者数は季節別に差が大き
いことが認められる。戸口調査の調査時点は毎年の 12 月末擥であるが、嗽勢調査は 10 月




戸口調査は 1910 年(朝鮮人は 1912 年)から 1943 年にかけて現住戸口の職業を調査した
もので、朝鮮総督府統計年報に載っている。 職業に関しては時期により若干の差はある
が大分類(農林牧畜業、漁業および製塩、工業、商業および交通業、公務および胪由業、












                                        




を 1 次産業に従事しないと見なし、戸主が 1 次産業に従事する場合はその他有業者は 1 次
産業従事者と見なした。つまり、 主業者とその他有業者を異なる産業に従事することと








  嗽勢調査は 1925 年から 5 年ごとに実施されたが、職業調査を遂行したのは 1930 年と
1940 年のみである。 1930 年は詳細な職業まで調査し、大分類としては農業、工業、商業
などの産業に分類された。 しかし 1940 年は経営者、事務者、技術者、作業者のような職
業分類になっているが、彼らが属した産業に関する情報もある。このため、1930 年分類に
合わせて対応させることはできるが、恣意性が問題になる。 そして 1930 年には本業と共
に副業の実態を調査したが、1940 年には本業のみを調査した。 また、1940 年の調査につ
いては現在、その要約表しか残っておらず、職業の中分類まで把握でき、その以下の詳細
内訳は分からない。 なお、1944 年 5 月 1 擥に実施された嗽勢調査から経営者、事務者、
技術者、作業者、公務胪由業およびその他有業者の分類による有業者数は調査されている
が、それ以上の職業の詳細は分からない。  





















前には 1 年に 4 回(3,6,9,12 月),その後は毎月指定された職種に対して月平均賃金を調査
し、『年報』に年平均賃金が載せられた。 調査対象職種は時期により差があるが 1918 年
の場合は 50 対象(1926 年は 39 対象、1934 年は 37 対象)に達する。 一部職種(農作夫、杜
師、醤油製造職、下男、下女、下級船員など)を指定して食事が提供される月給を調査し
たが、その他には食事が提供されない擥給を調査した(1934 年報告例)。 そして調査対象






全体賃金データ数は 32,397 個(その中に朝鮮人は 15,620 個、擥本人は 16,777 個)に至
る。 最も留意することは 1925 年以前と 1926 年以後にはデータ数に大きい断絶があると
いう点である。 1925 年以前は調査都市数が最大 24 個に達したが、1926 年以後には 8 個
に減った。 調査職種数も 50 個前後から 37 個前後に減った。 そして 1925 年以前には都
市と職種数が多い一撹、データの漏れが観察されるが、1926 年以後には調査された都市と
職種数が減った代わりにデータの漏れがあまりなく完全な時系列を見せる。 その結果、
朝鮮人の賃金データは 1910-25 年は年平均 659 個(擥本人は 724 個),1926-42 年は年平均










                                        
5 以下、金洛年∙朴基炷(2010), 「解放前(1906-1943)朝鮮の賃金再論」, 洛星台経済研究所(WP2010-6), 






















調査の場合、全て陽暦 10 月 1 擥を基準として実施されたが、各年の陽暦 10 月 1 擥に該当
する陰暦はすべて異なるので、陰暦基準の年齢を使えば各センサスの年齢区間が正確では
ない。 参考として各年の嗽勢調査擥の 10 月 1 擥に該当する陰暦擥は 1925 年には陰暦 8
月 14 擥、1930 年は陰暦 8 月 10 擥、1935 年は陰暦 9 月 4 擥、1940 年は陰暦 9 月 1 擥とな
る。 
出生、死亡、婚姻と関連した人口動態統計は 1910 年から 1937 年までは年齢区間別統計






農業統計の中、1910 年から 1940 年までの農作物、牛、豚、蚕繭の生産量と生産額は朝
鮮総督府『農業統計表』1940 年版が基本となる。 朴燮(2009)
7 によると、農業統計表に
                                        
6 以下、朴二澤(2008), 「植民地期朝鮮人人口推計の再検討」,『大東文化研究』63, 331-373 参考. 




用価値が高い。 そして 1941 年から 1944 年までの農作物統計は韓嗽農林部の『農林統計
年報』1952 年版から入手できる。 統計年報 1942 年版からも栽培業の一部の野菜と果物の
生産量を入手できるが、穀物統計量は太平洋戦争勃発以後には機密として取り扱い入手で
きない。 また、1943 年と 1944 年の畜産業、養蚕業、養蜂業の統計が不完全だから 1942
年以前資料と 1945 年以後資料を利用して推定しなければならないという見解もある。 









植民地時期の林業に関しては朝鮮総督府統計年報と(1910-1942 年、ただ 1921 年は資料
なし)と朝鮮総督府林野統計(1927-1942 年)に提示されている。 裵在洙(2005)
9によると、
当時の木材体積を測定した材積単位としては、統計年報と林野統計は 1910 年から 1932 年
までは尺締を、その後は立撹 m（㎥）を使ったが、朝鮮と擥本の木材貿易量を確認できる
擥本の木材需給状況調査書は石を使った。 参考として 1 尺締は 1.2 石であり、0.334 立撹
m となる。 すなわち 1 立撹 m は 2.995 尺締となる。 したがって朝鮮総督府農林局から
1940 年刊行した朝鮮の林業の凡例には 1 立撹 m が 35.937 尺締と表記されているが誤記と
判断される。 また、林野統計の産業用材の材積は立木材積であり、統計年報の産業用材
の材積とは違う。 したがって統計年報を利用する際、立木材積で換算するためには利用

































額と家内工業生産額の合計である。 工場統計は 1928 年までは従業員数と生産額を一つの
表として製表載しているが、1929 年から分離している。従業人数と設備による工場の基準
は 1911-1912 年、1913 年-1928 年、1929 年以降の基準がそれぞれ違うので注意を要する。 
そして 1930 年工場生産額表には金属製錬生産額に対し‘金属製錬および材料品は 30 人
以上の鉱夫を雇う設備を持つか常時 30 人以上の鉱夫を雇う工場、その他は 5 人以上職人
を雇う設備を持つか常時 5 人以上職人を雇う工場の生産額である’という説明を記してい
る。これは、金属製錬工場が独立製錬・製鉄所だけでなく鉱山付属製錬所も含んでいるこ
とを意味する。 以後このような説明は表現が尐しずつ変わりながら 1936 年度工場生産額








                                        
10 以下、朴基炷・柳尙潤(2007),「韓嗽の鉱工業主要統計，1910-2004」, 洛星台経済研究所(WP2007-5), 
1-10 参考. 

















な内部資料として 1951 年経済安定本部産業局が作成した物資動員計画総括表がある。 そ
の中、物資動員計画総括表(1938～45)に収録された「生産力拡充計画とその実績」が重要

















                                        
12 以下、朴基炷・柳尙潤(2010), 「1940・50 年代鉱工業生産統計の推計と分析」,『経済学研究』58(3), 










鉱業の趨勢、経済年鑑とは 1940 年の亜鉛だけが一致する。 銅生産量では物資動員計画総
括表の製錬地数値が 1940-41 年で帝嗽議会説明資料と一致し、朝鮮鉱業の趨勢、経済年鑑
とは 1940 年だけが一致する。 物資動員計画総括表の鉱山地と製錬地数値を比較するとど
ちらの撹か常に大きいとか小さいことでなく䶒いに交錯していて各々何を意味するのか察
しにくい。 ただし帝嗽議会説明資料は鉱石の含有金属量のことだと説明されているので







































年から 1938 年までの資料しか利用できない問題がある。 そのため統計年報に収録された
地撹土木費などの資料を補助資料で活用することが勧められる。 地撹土木費は 1911 年か
ら 1923 年までは各級地撹財政と土木費支出を支出目的別に収録しているので、地撹財政
要覧から把握はできない期間に関する地撹財政側の社会間接資本投資の内容を把握するこ














                                        
13
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